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下水道の役割
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下水処理場のフロー例
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利用、埋立

下水汚泥のバイオマスとしての特徴

下水汚泥中の固形物

有機分 無機分

８割 ２割

建設資材利用緑農地利用エネルギー利用

●セメント原料●肥料●下水道バイオガス ●セメント原料
●レンガ・骨材等

●肥料
●土壌改良材等

●下水道バイオガス
●下水汚泥固形燃料等

• 下水汚泥はカーボンニュートラル

• 人間生活に伴い発生 量・質ともに安定• 人間生活に伴い発生。量・質ともに安定

• 都市部（エネルギー需要地）付近で発生 4
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下水道のポテンシャル

（バイオガス）

※

（ イオガス）

※発熱量
ガ
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CH4：36 MJ/m3 消化ガス（メタン60～65%）：22 MJ/m3

石炭：25 MJ/kg 炭化汚泥､乾燥汚泥：13～18 MJ/kg

下水汚泥のバイオマス利用状況

エネルギエネルギー
利用率：13％

バイオガス発電の発電電力量と処理場数
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下水汚泥の有機分の有効利用状況(2012年度）

下水道革新的技術実証事業下水道革新的技術実証事業
（B‐DASHプロジェクト）（ ジ ク ）

Breakthrough by Dynamic Approach
in Sewage High technology Projectin Sewage High technology Project
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B-DASHﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの目的

革新的技術の全国展開の流れ プロジェクトの効果

■ 新技術の開発（パイロットプラント規模）

民間企業

水ビジネスの国際展開支援

LCCの大幅縮減 省エネ・創エネ化

交通省（ プ ジ ）

＜地方公共団体＞
一般化されていない技術の
採用に対して躊躇

■ 新技術を実規模レベルにて実証
（実際の下水処理場に施設を設置）

■ 新技術を一般化し ガイドラインを作成

国土交通省（B-DASHプロジェクト）

革新的な技術について、

国が主体となって、実規模レベルの

施設を設置 技術的に検証
■ 新技術を 般化し、ガイドラインを作成

施設を設置、技術的に検証。

ガイドラインを作成し全国展開。＜国土交通省＞
社会資本整備総合交付金を活用
し導入支援

地方公共団体

民間活力による全国展開

■ 全国の下水処理施設へ新技術を導入

地方公共団体
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事例‐１ 固形燃料化（１）

焼却炉排熱（200～300℃）を乾燥熱源に利用し、焼却炉排熱（200 300℃）を乾燥熱源に利用し、
汚泥固形燃料を製造

低温排熱
焼却炉排熱等
低温排熱

バンド乾燥機
汚泥成型機

焼却炉排熱等

成型

棒状に成型された
脱水汚泥

抽気処理装置

9
汚泥固形燃料

事例‐１ 固形燃料化（２）

脱水汚泥 汚泥固形燃料

①汚泥成型 ②表面乾燥（前処理） ③仕上乾燥

脱水汚泥 汚泥固形燃料

・汚泥を分割成型
・表面積を増大

・内部を乾燥

汚泥固形燃料の特性 含水率： ３ ２～１４ ７％汚泥固形燃料の特性 含水率： ３.２～１４.７％
発熱量： １６～１８MJ/kg‐wet

研究体：JFEエンジニアリング

実証フィールド：松山市西部
浄化センター
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浄化センタ

事例‐２ バイオマス発電（１）

脱水・燃焼・発電を各々高効率化するとともに、
「システム全体の省エネ 省コスト 創エネ効果の最大化」を目的

発電（ ）

「システム全体の省エネ・省コスト・創エネ効果の最大化」を目的

低含水脱水技術 低空気比省エネ燃焼技術 高効率排熱発電技術

○ 汚泥低含水化による燃焼炉
の補助燃料削減（自燃化）

○ 低温度差発電技術の適用
（バイナリー発電）

○ モデル予測制御による低空気比運転
→ コンパクト化、電力・燃料の削減

Ｍ
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遠心力 薬注率等の制御 ２熱源供給熱量の制御連携 最適化
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温度等（＝含水率）の情報 発電量等の情報遠心力・薬注率等の制御 ２熱源供給熱量の制御連携・最適化

事例‐２ バイオマス発電（２）発電（ ）
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研究体：メタウォーター、池田市バイオマス発電はH25‐26で実証中
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下水リン資源化の重要性

• 日本はリン鉱石を100%輸入に依存

• 食糧等含むリン輸入量のうち約１割が下水道を経由

国内のリンのフロー近年のリン鉱石輸入価格の推移
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国内のリンのフロ近年のリン鉱石輸入価格の推移

事例‐３ 消化汚泥からのリン除去・回収汚泥 除

【MAP晶析反応】 Mg2+＋NH4
+＋HPO4

2-＋OH-＋5H2O→MgNH4PO4･6H2O（MAP)
回収MAPは肥料として利用可能

リン除去回収装置 MAP洗浄装置

消化槽
MAP乾燥・貯留設備

回収MAP
（外部搬出）

消化槽
消化汚泥
貯留槽

処理液貯留槽

（外部搬出）

汚泥脱⽔

14研究体：水ing・神戸市・三菱商事アグリサービス

事例‐４ 下水熱利用（１）

・下水温度は年間を通して安定下水温度は年間を通して安定。
・下水を熱源に用いることで，ヒートポンプが高効率で運転可能。

下水温度，外気温度の例
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事例‐４ 下水熱利用（２）

熱負荷

（空調、給湯、融雪）

ｸｯｼｮﾝﾀﾝｸ

（給湯の場合、貯湯槽）

ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ

（給湯 場合、貯湯槽）

熱源水

循環ポンプ

冷温水

循環ポンプ管路内設置型熱交換器

熱源水配管 冷温水配管下水

（未処理水）

採熱設備 熱源設備 熱負荷設備
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管路内設置型熱交換器 熱源水配管 ヒートポンプ 熱負荷（利用先施設）

研究体：積水化学・大阪市・東亜グラウト
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事例‐５ アナモックスによる高効率窒素除去（１）

消化導入の課題

消化汚泥脱水ろ液・・・アンモニア性窒素濃度が高い！

アナモ クス( )とは

水処理施設の流入窒素量の増大 放流水 窒素濃度の上昇

アナモックス(anammox)とは
1990年代にオランダで発見された、新規の生物学的窒素変換反応
嫌気条件下において、アンモニアと亜硝酸を、窒素ガスに変換

窒素ガス
（N2）

脱窒反応

アナモックス反応 有機物

アナモックス細菌

硝化反応

アンモニア性窒素
（NH4

＋-N）
亜硝酸性窒素
（NO2

－-N）
硝酸性窒素
（NO3

－-N）

アナモックス細菌

アナモックス反応の実験式

酸素

NH4
＋＋1.32NO2

－＋0.066HCO3
－＋0.13H＋

→1.02N2＋0.26NO3
－＋0.066CH2O0.5N0.15＋2.03H2O

アナモックス反応の実験式
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事例‐５ アナモックスによる高効率窒素除去（２）

安定した運転・・・固定化担体による菌
の高密度化の高密度化
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研究体：熊本市・日本下水道事業団・タクマ

技術導入ガイドラインの策定

実証実験の成果をふまえ ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝを策定 公表H24‐25実証実験の成果をふまえ、ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝを策定・公表

・廃熱利用型低コスト下水汚泥固形燃料化技術導入ガイドライン
消化汚泥からのリン除去 回収技術導入ガイドライン・消化汚泥からのリン除去・回収技術導入ガイドライン

・管路内設置型熱回収技術を用いた下水熱利用導入ガイドライン
・固定床型アナモックスプロセスによる高効率窒素除去技術導入ガイドライン

新技術のＬＣＣ、ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量、温室効果ガス排出量などを算定、
従来技術と比較等 導入効果を提示従来技術と比較等、導入効果を提示

B DASHではほかに バイオガス関連２件（H23 24実証）B‐DASHではほかに、バイオガス関連２件（H23‐24実証）、
管きょマネジメントシステム技術（H25実証） のｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝも策定済
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ガ ド 等詳細 総 水道 究部 をガイドライン等詳細は、国総研下水道研究部HPを。

ご清聴ありがとうございましたご清聴ありがとうございました。
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